
              頁

Ⅰ　2020年東京大会(ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ)等に向けた安全・安心の基盤整備　

1 出入国審査体制の整備及び不法滞在対策等 15,997百万円 1

2 治安・テロ対策の強化 3,213百万円 2

Ⅱ　犯罪をした者等の再犯防止対策の推進

1 再犯防止のための施設内処遇及び社会内処遇の充実強化 13,889百万円 3

2 矯正施設の環境整備等　　　　　　 36,489百万円 4

Ⅲ　経済再生加速化のための経済・社会基盤の整備

1 所有者不明土地問題への対応及び地図整備体制の強化等 8,784百万円 5

2 外国人材の円滑な受入れのための体制整備 3,020百万円 6

Ⅳ　グローバル化した国際環境における「司法外交」の展開

1 2020年国連犯罪防止刑事司法会議(京都ｺﾝｸﾞﾚｽ)の日本開催に向けた準備 528百万円 7

2 国際仲裁活性化のための基盤整備及び国際紛争等への対応を含む予防司法機能の強化 2,296百万円 8

3 法制度整備支援によるビジネス環境整備促進 193百万円 9

Ⅴ　法の支配を実現するその他の諸施策の推進

1 検察活動の充実強化 1,100百万円 10

2 共生社会の実現に向けた人権擁護施策の推進 3,907百万円 11

3 頼りがいのある司法の確保のための総合法律支援等の充実強化 33,465百万円 12

平成31年度概算要求 重点事項

概算要求等額

法 務 省



• 最先端技術を活用した革新的な出入国審査等の実現等
※ 国際観光旅客税財源充当事業として観光庁において一括計上

• 空海港施設供用開始に伴う審査端末機器等の整備

（中部空港ＬＣＣターミナル，羽田空港Ｔ２，横浜港クルーズターミナル等）

• G20サミット開催期間中の出入国審査及び水際対策等の強化

課題

○ 平成２８年７月 バングラデシュにおけるテロ事件の発生
○ 平成２９年５月 イギリスにおけるテロ事件の発生 等
○ 平成２８年７月 バングラデシュにおけるテロ事件の発生
○ 平成２９年５月 イギリスにおけるテロ事件の発生 等
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２０２０年 ４，０００万人
２０３０年 ６，０００万人 を目指す

世界最高水準の技術を活用し，入国審査待ち時間２０分以内の目標を目指す
ことなどを踏まえ，革新的な出入国審査を実現

新たな目標

以前の目標

テロリスト等の入国阻止のため厳格な出入国管理を維持

「未来投資戦略２０１８」等

出入国審査体制の整備及び不法滞在対策等

円滑な出入国審査と厳格な出入国管理を高度な次元で両立

訪日外国人旅行者数

主な施策

平成31年度概算要求等額

15,997百万円（1,812百万円増）

1



我が国におけるテロ等の脅威が高まる中，2020年東京大会等の開催を見据えてテロ等関連情報の収集・分析を強化し，政府・関

係機関の情報ニーズに応じて，適宜情報を提供することによって，政府の施策決定に情報面で貢献し，もって安全で安心な暮らしを

実現する。

要求概要

我が国におけるテロ等の脅威 課題（政府方針等） 治安・テロ対策の強化

治 安 ・ テ ロ 対 策 の 強 化

ISIL崩壊に伴い拡散する国際テロ 東京大会等の安全開催 東京大会等の安全開催に向けた
テロ関連情報収集の強化

⇒脅威度の高い団体等の集中調査

テロ関連情報収集のため外国関係
機関と連携を強化

⇒SNS上や外国人コミュニティ内に
潜む不審者の把握と監視の強化 等

サイバー攻撃関連情報収集の強化

⇒サイバー攻撃の主体，方法等に関
する人的情報の収集・分析

オウム真理教に対する監視の強化

⇒監視の強化

⇒地域住民等との
意見交換の強化等

⇒｢一匹狼｣型テロリスト
や外国人戦闘員による
テロの脅威

安

全

で

安

心

な

暮

ら

し

の

実

現

多様化，深刻化するサイバー攻撃

⇒政府機関や企業のほか，東京大会等が
標的となるおそれも

オウム真理教による不法事案
じゃっ起の未然
防止と国民の不
安感の解消・緩
和

予断を許さないオウム真理教の活動

伝播するテロ組織等の過激思想

サイバー空間におけるテロ組織等
の動向把握

（H30.7.25 サイバーセキュリティ2018）

⇒SNS上で過激思想に共鳴する者

⇒紛争地域等への渡航を企図する者
テロ関連情報の収集等の強化

（H29.12.11 東京大会等を見据えたﾃﾛ対策推進要綱）

重要イベント

H31 ★ Ｇ20大阪サミット
★ ラグビーＷ杯2019

H32 ☆ 京都コングレス2020
☆ 2020年東京大会

⇒麻原の神格化

⇒国家敵視の姿勢を
増幅させるおそれ

（H30.6.15 骨太の方針2018）

⇒資産・拠点の増加

平成31年度概算要求等額

3,213百万円（557百万円増）
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◇ 国及び地方公共団体が適切な役割分担により

再犯防止施策を策定・実施する責務

◇ 再犯防止推進計画の策定

（平成２９年１２月１５日閣議決定）

◇ 再犯防止に向けた教育・職業訓練の充実等

◇ 社会における職業・住居の確保及び保健医療・

福祉サービス利用に係る支援等

◇ 再犯防止推進のための人的・物的基盤の整備等

犯罪をした者等の再犯防止により暮らしの安全・安心を確保

「再犯の防止等の推進に関する法律」
（平成２８年１２月公布・施行）

現状及び課題
再犯防止のための施設内処遇及び社会内処遇の充実強化

◎ 再犯防止に向けた総合対策

（平成２４年７月犯罪対策閣僚会議決定）

【数値目標】平成３３年までに出所後２年以内再入率を２０％以上減少させる

◎ 薬物依存者・高齢犯罪者等の再犯防止緊急対策

（平成２８年７月犯罪対策閣僚会議決定）

・ 再入受刑者の７割強は犯時無職者，無職の保護観察対象者の再犯率は，

有職者の約３．３倍

・ 刑務所等から出所したものの，帰るべき場所がない者が約３，９００人

・ 支援を必要とする高齢者・障害者等の増加

・ 薬物事犯者の再犯率が非常に高い

（５年以内に約半数が再入所）

・ 在所中の就職内定件数は平成２９年度で約８８０件

（刑務所出所者は年間約２万２千人）

起訴猶予となる者等に対する福祉サービス等の入口支援の充実

就労の確保等

施設内処遇

国と地方公共団体が連携した再犯防止施策の実施

対策

○ 更生保護サポートセンターの拡充等

保護司制度の基盤整備及び保護司活動の支援の充実強化

社会内処遇 （入口支援・国と地方公共団体との連携を含む）

更生保護施設の受入れ及び処遇機能の強化

刑務所出所者等に対する就労支援の推進

対象者の特性に応じた指導・支援の充実

○ 少年・若年者に対する可塑性に着目した指導等

特性に応じた効果的な指導の実施等

高齢又は障害のある者等への支援等

○ 矯正施設における職業訓練の充実等
○ 就労支援の充実

① 就労・住居の確保等

② 保健医療・福祉サービスの利用の促

進等

③ 学校等と連携した修学支援の実施等

④ 犯罪をした者等の特性に応じた効果

的な指導の実施等

⑤ 民間協力者の活動の促進等，広報・

啓発活動の推進等

⑥ 地方公共団体との連携強化等

⑦ 関係機関の人的・物的体制の整備等

「再犯防止推進計画」
（平成２９年１２月１５日閣議決定）

○ 性犯罪者・薬物事犯者等に対する指導・支援

民間団体等との連携の強化

再犯防止活動への民間資金の活用の検討等

13,889百万円（1,190百万円増）

平成31年度概算要求等額
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・ 再犯防止を推進
・防災，減災による国土強靱化

政 府 目 標 を 実 現

矯 正 施 設 の 環 境 整 備 等

建 て 替 え

改 修 ・ 修 繕

① 再犯防止施策の実施基盤となる
矯正施設の環境整備を推進

② 公共施設の耐震化を進め，
国民の安全・安心な生活を確保

③ 災害時における
防災拠点・避難場所の機能強化

鳥取刑務所 （鍛錬場） ＜Ｓ５２年築＞

昭和４７～５６年築
（現行の耐震基準制定前の施設）

昭和４６年以前築
（旧耐震基準改定前の施設）

昭和５７年以降築
（現行の耐震基準制定後の施設）

のうち収容施設数を示す

のうち官署施設数を示す

（注） PFI事業検討中の奈良拘置支所を除く

徳島地方検察庁 （庁舎） ＜Ｓ４４年築＞

１ 矯正施設の環境整備 （政府方針①，②）
再犯防止施策推進の重要な基盤となる矯正施設について，改築・改修等による環境整備が必要

２ 法務省施設の防災・減災対策 （政府方針②，③）
(1) 法務省施設の約半数を占める旧耐震基準で建設された建物の耐震化・老朽化対策が必要
(2) 防災拠点・避難所となる矯正施設を始めとする法務省施設の耐震化・機能継続確保のための改築・改修等が必要

３ 矯正施設の職員宿舎整備 （政府方針④）
勤務時間外の非常勤務など矯正施設と一体不可分の職員施設については，必要戸数の範囲内で，老朽化対策等の整備が必要

① 再犯防止の推進に関する法律 （H28.12施行）

再犯防止推進計画 （H29.12.15閣議決定）

② 骨太の方針2018 （H30.6.15閣議決定）

③ 国土強靱化基本計画 （H26.6.3閣議決定）

④ 国家公務員宿舎の削減計画 （H23.12.1財務省等策定）

法務省施設の
約半数が旧耐震基準

によって建築された施設

現 状

課 題

対 策 及 び 効 果

避難所として利用例

政 府 方 針

大阪拘置所 （収容棟） ＜Ｓ３７年築＞
モルタル剥落のため，

防護網を設置

老 朽 施 設 の 例

平成31年度概算要求等額

36,489百万円（11,444百万円増）
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○ 長期相続登記未了土地の解消事業の推進

○ 変則型登記の解消

所有者不明土地の解消

○ 登記所備付地図の整備の推進

○ 筆界特定制度の活用の推進

土地利用の情報基盤の整備

○ 諸外国における不動産登記法制等所有者不明土地問題

に対する対応策に関する調査

登記制度・土地所有権の在り方に関する検討

○ 法定相続情報証明制度の円滑な運用

○ 法務局における遺言書の保管制度の円滑な導入

所 有 者 不 明 土 地 問 題 へ の 対 応 及 び 地 図 整 備 体 制 の 強 化 等

●経済財政運営と改革の基本方針2018 第３章４.(2)社会資本整備等（人口減少時代に対応した制度等の抜本見直し）

●未来投資戦略2018 第２Ⅰ.[３]２.次世代インフラ・メンテナンス・システムの構築等インフラ管理の高度化
所有者不明土地等について，基本方針等に基づき，期限を区切って対策を推進する。

○ 相続登記の義務化等を含めて相続等を登記に反映させるための仕組み（中略）等について検討し，2018年度中に制度改正の具体的方向性を提示した上で，2020年までに必要な

制度改正の実現を目指す。

○ 変則的な登記の解消を図るため，必要となる法案の次期通常国会への提出を目指すとともに，必要となる体制を速やかに整備する。

○ 遺言書保管制度の円滑な導入，登記所備付地図の整備などの取組を進める。

●所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（平成30年6月所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議決定）
○ 長期相続登記未了土地の解消事業など必要な事業推進のため，組織・定員を含めた体制の強化や予算要求，税制改正要望を検討する。

○ 地籍を明確化するための情報基盤である登記所備付地図についても，筆界特定制度の活用等により整備を推進する。

○ 変則型登記を正常な登記に改めるために必要な法制度の整備に向けた作業を進め，次期通常国会へ提出するとともに，組織・定員を含め必要となる体制を速やかに整備する。

○ 法定相続情報証明制度の円滑な運用や法務局における遺言書の保管制度の円滑な導入に向けた体制の整備。

相続手続の円滑化・相続登記の促進

土地所有者の探索コストの縮減及び土地区画の明確化による公共用地取得の円滑化，経済取引の活性化

効果

政府方針

【道後温泉】

・地図作成によりインフラが整備

・街並が変貌し観光客増加

⇒ 地方公共団体の求めに応じ，調査対象土地の所有権の登記名義人の法定相続人を
調査。その調査結果を登記記録に記録し，かつ，通知を行い相続登記の申請を促す。

⇒ 登記官の所有者の特定を補充する仕組みやその手続に係る法令を整備し，公的記録
等を調査の上，所有者を特定し，職権登記を行う。

⇒ 制度の安定的な運用を図りつつ，制度の利用を推進し，相続登記の促進
を図る。

⇒ 遺言者の申請に基づき，遺言書の原本とその画像データ等を保管・
管理し，遺言者の死亡後，相続人等への遺言書の画像情報等を用いた
証明書の交付等を実施するため，所要の体制を整備する。

⇒ 従来型，大都市型及び復興型登記所備付地図作成作業
の実施により，土地利用の情報基盤の整備を推進する。

⇒ 登記所備付地図の整備に資するよう，筆界特定事件を
適正・迅速に処理する。

⇒ 所有者不明土地問題の解消に向け，登記制度や土地所有権の中長期的課題を
検討するため，外国法制を調査する。

平成31年度概算要求等額

8,784百万円（2,536百万円増）
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 真に必要な分野に着目し，移民政策とは異なるものとして，外国人
材の受入れを拡大するため，新たな在留資格を創設する。

 外国人を適正に雇用し，また外国人雇用状況届出等を履行してい
る所属機関を対象に，在留資格手続上のオンライン申請を本年度
から開始する。

 きめ細かく，機能的な在留管理等を実施するため，法務省の体制
を充実・強化する。

 出入国の管理，本邦における外国人の在留等を所掌する法務省
が，外国人の受入れ環境の整備に関する企画及び立案並びに総
合調整を行う。

「経済財政運営と改革の基本方針２０１８」等（要旨）
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2012年末 2013年末 2014年末 2015年末 2016年末 2017年末

（万人）

在留外国人数の推移

外国人材の円滑な受入れのための体制整備

外国人の円滑な受入れと多文化共生社会の実現

• 在留申請オンラインシステムの
導入【２年計画２年目】

• 新たな在留資格の創設等に対応するた
めのシステム改修

• 外国人材の受入れ推進に必要な人的・
物的体制の整備（組織改編に伴って必要
となるシステム改修等経費を含む。）

主な施策

所属機関

インターネット

在留
審査

在留ｶｰﾄﾞ
発行

在留申請
ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ

出入国
管理ｼｽﾃﾑ 入国審査官

オンライン申請
・進捗確認

審査完了
（処分）通知

連携

イメージ

 出頭に係る負担を軽減し申請窓口の混雑緩和を実現

平成31年度概算要求等額

3,020百万円（2,889百万円増）
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平成３１年度（2019年）
2015年

第
１
３
回
国
連
犯
罪
防
止
刑
事
司
法
会
議

「
カ
タ
ー
ル
コ
ン
グ
レ
ス
」

【
政
治
宣
言
（
ド
ー
ハ
宣
言
）
の
採
択
】

京都コングレス開催の準備 ドーハ宣言のフォローアップ 2020年
4月20日～27日

第
１
４
回
国
連
犯
罪
防
止
刑
事
司
法
会
議

「
京
都
コ
ン
グ
レ
ス
」

【
政
治
宣
言
の
採
択
】

京
都
コ
ン
グ
レ
ス
開
催
の
準
備

事

業

の

内

容

● 国連加盟国等との交渉・調整

政治宣言を取りまとめるためコングレス参加国等との事前の綿密な交渉等が必要

・ 国際的影響力の強い主要国，国連総会，政治宣言協議等参加のための当省職員を派遣

・ 海外の専門家を招へいした専門家会合を開催

● 開催自治体等との調整等

国連側からのセキュリティ対策等の改善指示に対する対応が必要

・ 対応策等の検討・調整等の協議を実施のために当省職員を派遣

● 開催準備業務及びプロモーション活動

具体的な準備作業の実施が必要

・ 各種実施計画（会場設営計画，送迎・輸送計画，警備計画，展示等）の策定及び実施

・ ウェブサイト，ＳＮＳを活用及びシンポジウムの開催

● 国際連合薬物犯罪事務所（UNODC）への拠出金等

コングレスの事務局であるUNODCに職員を派遣し，詳細な調整が必要

・ ＵＮＯＤＣへの職員派遣（継続）及び広報活動等のための拠出金

● ワークショップ運営準備

ワークショップの具体的かつ詳細な運営準備

・ パネリスト候補の所属機関幹部等との意見交換

・ パネリスト候補を招へいして全体の発表内容や運営の調整を行うための会合を開催

・ コミッションのサイドイベント等におけるワークショップ全体の運営に関する意見交換

・ コングレス政治宣言素案作成に関する会議への出席や会場周辺の視察 等

ド
ー
ハ
宣
言
の

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

● 京都コングレスにおけるドーハ宣言のフォローアップの総括・検証

今後5年間にわたり継続的にアジア・太平洋地域を中心とする各国の刑事司法実務家を対象とした

研修事業の充実・強化を図る。

・ ドーハ宣言のフォローアップの実施

各国の刑事司法実務家に対するキャパシティ・ビルディング（能力・構築支援）の研修の充実・強化

【国連犯罪防止刑事司法会議（コングレス）の概要】

○ 犯罪防止・刑事司法分野における国連最大の国際会議

○ １９５５年以降，５年ごとに開催（日本では１９７０年（昭和４５年）に京都で開催）

○ 司法大臣，検事総長等ハイレベルの各国代表，国際機関等が参加（１４０か国以上，４,０００人以上）

○ 犯罪防止刑事司法分野の対策や国際協力のあり方について検討し，政治宣言を採択（その後５年間の指針）

「世界一安全・安心な社会」

を国内外にアピール

国際的プレゼンスの向上

『司法外交』の積極的推進

2020年国連犯罪防止刑事司法会議（京都ｺﾝｸﾞﾚｽ）開催に向けた準備
平成31年度概算要求等額

528百万円（261百万円増）
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国際仲裁活性化に向けた調査

現状及び問題点

国際仲裁活性化のための基盤整備及び国際紛争等への対応を含む予防司法機能の強化

訴訟発展の懸念のある政策・事象
への 支援が必要

国 益 に 関 す る 国 際 紛 争 等
へ の 支 援 が 必 要
～ 「 司 法 外 交 」 の 展 開 ～

○ 政府全体の訴訟リスクを低減
○ 国際社会における国益の保護

現 状

○法務本省では累計約１０１０件の相談実績

○平成２９年４月から全国展開を開始，
約４３８０件の相談実績 etc.

○国際的法律紛争の予防司法支援
○国際司法裁判所，ＷＴＯ等の国際的紛争解

決への支援
○投資仲裁に係る手続規則の改正対応 etc. 

「骨太の方針２０１８」
・国内外の法的紛争の未然防止に向けた予防司法機能の充実
・国際紛争への実践的な対応能力の強化

紛争や訴訟が顕在化する前の段階にあっても

中央省庁等における行政施策等について

訴訟リスクを踏まえた法的な支援を行う。

加えて，国際訴訟等へ積極的に貢献する。

【法の支配の実現】

国民の権利・利益 を擁護

■ 日本企業の海外取引や海外投資案件が増加することに伴い，紛争解決の手
段として，国際仲裁制度の役割が重要。

■ アジアでは，官民挙げて積極的に
国際仲裁を呼び込み，飛躍的に利用
件数が伸びている一方で，日本の利
用件数は伸びていない。

一般社団法人日本商事仲裁協会

シンガポール国際仲裁センター

香港国際仲裁センター

１６件

３４３件

２６２件

【申立受理件数（平成２８年度） 】

➡ 日本企業の海外進出の促進，対日投資の呼び込みによる経済成長のた
めには，国際仲裁制度の活性化が極めて重要

法務省：平成29年3月，省内に検
討チームを立ち上げ，国際仲裁の
活性化の具体的な在り方を検討

政 府：平成29年9月，内閣官房
に「国際仲裁の活性化に向けた関
係府省連絡会議」を設置（法務
省・経済産業省が共同事務局）。

法務省・政府における検討
●国際仲裁活性化に向けた施策（平
成３０年４月関係府省連絡会議中間と
りまとめ）
・国際仲裁の活性化のためには，人
材育成，企業等に対する広報・意識
啓発等の取組強化が必要。

【骨太の方針２０１８】 等

・企業の海外展開支援として，国際仲
裁の活性化に向けた基盤整備に取り
組む。

対 策

予防司法機能及び国際訴訟等支援の充実強化

国の施策等に重大な影響を及ぼす訴訟が増加

○ 実効的な人材の確保・育成手法
○ 効果的な広報・意識啓発手法
○ 実際の仲裁審問等の手続実施を通じた施設整備の在り方 等

⇒ 国際仲裁人材・取扱件数を増加させる方策を明らかに

仲裁施設の確保を含む以下の調査を委託

○ 国際紛争等への対応を含む予防
司法機能強化のための人的・物的
体制の整備

○ 国際訴訟等への関与・支援の充
実強化

対 策

平成31年度概算要求等額

2,296百万円（367百万円増）
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○法制度整備支援事業実施【直接事業】
○ メコン諸国に対するＡＳＥＡＮ域内格差是正のための現地セミナー等

（ベトナム，カンボジア，ラオス，ミャンマー）

○ 知財分野等ビジネス関係法令整備のための現地セミナー等

（インドネシア，ミャンマー等）

○ その他ＡＳＥＡＮ地域以外の国々に対する現地セミナー等

（モンゴル，ウズベキスタン，バングラデシュ等）

○法制度整備支援基盤整備【間接事業】

○ 法制度整備支援基礎調査研究

・ＡＳＥＡＮ地域の知財法制の格差是正のための調査研究等

○ 国際協力人材育成

・国際協力に携わる人材育成のためのシンポジウム開催等

○ 法制度整備支援に関するドナー間・官民連携強化

・産学官の連携強化のための関係者会合等

国際社会における

日本のプレゼンスの向上

法の支配の定着

事業の内容

持続的成長のた
めの基盤づくり

投資環境整備

法制度整備支援に

関する基本方針

○ 法制度整備支援の必要性

●経済財政運営と改革の基本方針2018（骨太の方針） ●未来投資戦略2018
●インフラシステム輸出戦略（平成30年度改訂版） ●日・メコン協力のための新東京戦略2015
●知的財産推進計画2018 ●開発協力大綱

●司法外交の新基軸 ５つの方針と８つの戦略 ●司法制度調査会提言～誰一人取り残さない日本を目指して～

日本企業の海外展開に

有効な投資環境整備

法 制 度 整 備 支 援 に よ る ビ ジ ネ ス 環 境 整 備 促 進

平成31年度概算要求等額

193百万円（17百万円増）
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検 察 活 動 の 充 実 強 化

○ 平成２８年５月２４日に成立した「刑事訴訟法等の一

部を改正する法律」において，裁判員裁判対象事件及び

検察官独自捜査事件の録音・録画を義務付け

○ 上記法律の附帯決議において，上記対象事件以外につい

ても幅広く録音・録画を実施するよう要請

各
種
施
策
の
実
施
に
よ
り
，
検
察
の
役
割
を
十
全
に
果
た
し
，

安
全
・
安
心
な
社
会
を
実
現

客観的な証拠収集体制等の整備

被 害 者 等 対 応 の 強 化
○被害児童の特性等に配慮した取調べなど多機関連携体制の整備

○被害者等のプライバシーに配慮した証拠開示等のための機器の整備 など

サイバー犯罪，性犯罪・児童虐待など，近年，深刻化する犯罪への対策を充実させ，多機関が連携して良好な治安を確保する。ま

た，犯罪被害者等支援のための施策を推進し，治安や司法分野の人的・物的基盤を強化する。
「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年6月15日 閣議決定）

政 府 方 針 等

人
的
・
物
的
基
盤
の
強
化

○地方検察庁本庁，裁判員裁判実施支部及び大規模支

部以外の支部についても，録音・録画用サーバー等の運

用体制を整備
○録音・録画用サーバ等の運用体制の整備

○デジタルフォレンジック（ＤＦ）体制の整備（機器・人材の集約・精鋭化） など

○ 対象となる事件の急激な増加に伴い，保存すべき録音

・録画記録媒体の量が飛躍的に増大，長期保存の必要

< 本庁 >

デジタル方式

録音・録画装置

LAN

サーバ

法務省情報

ネットワーク

デジタル方式

録音・録画装置

< 支部 >

1,100百万円（381百万円増）

平成31年度概算要求等額
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施策の概要

現状と課題

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機と
し，「人種，障害の有無など違いを理解し，自然に受け入
れ，互いに認め合う共生社会の実現」に向け，社会情勢
の変化に的確に対応しつつ，誰一人取り残されることの
ない，きめ細かな人権擁護活動を更に展開

○ 障害を理由とする差別や偏見があると回答した人は８３．９％
（平成２９年度「障害者に関する世論調査」）

○ 近時のスマートフォンの普及，若年層を中心としたＳＮＳ
（ソーシャル･ネットワーキング･サービス）の利用者増など
による情報化の更なる進展

○ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 （平成28年4月施行）
○ 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進
に関する法律（平成28年6月施行）

○ 部落差別の解消の推進に関する法律（平成28年12月施行）
○ 拡大版SDGｓアクションプラン2018（平成30年6月推進本部決定）
○ 経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月閣議決定）

共生社会の実現に向けた人権擁護施策の推進

１ 人権啓発活動の充実強化

・外国人・障害者の理解促進のための啓発活動の充実強化
・インターネット上の人権侵害防止のための啓発活動の充実強化

対 策

２ 人権相談・調査救済活動の充実強化

・人権相談窓口の周知強化
・インターネット上の人権侵犯事件処理のための体制整備

共 生 社 会 の 実 現

○ 外国人であることを理由に侮辱されるなど差別的なことを言
われた経験があると回答した人が２９．８％（平成２８年度「法
務省委託調査」）

○ 法務省の人権擁護機関が平成２９年に新たに救済手
続を開始した事件数が，
過去最高件数を記録，
救済手続を本格化した
平成１６年と比較して
約１１．１倍にまで増加

※ 心のバリアフリー：様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々
が，相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり､支え合うこと （平
成２９年２月関係閣僚会議決定「ユニバーサルデザイン2020行動計画」）

心のバリアフリーの推進 インターネット上の人権問題対策の推進

平成31年度概算要求等額

3,907百万円（500百万円増）
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【 日本司法支援センター（法テラス）の主な業務 】

① 情報提供 … 法による紛争解決に必要な情報を収集整理し，コールセンター等により提供

② 民事法律扶助 … 資力の乏しい方等に対し，無料法律相談，弁護士費用等の立替えを実施

③ 国選弁護等関連 … 国選弁護人等候補者の指名通知，報酬の算定・支給等

④ 司法過疎対策 … 司法過疎地域に配置したスタッフ弁護士による有償事件処理，②・③の全国均質遂行

⑤ 犯罪被害者支援 … 国選被害者参加弁護士候補者の指名通知，被害者参加人旅費等の支給，精通弁護士の紹介等

頼りがいのある司法の確保のための総合法律支援等の充実強化

● 改正刑事訴訟法（平成30年6月1日施行）
による被疑者国選弁護制度の対象事件拡大
に通年で対応

被疑者国選弁護対象事件の拡大

H29実績 H31見込
40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

拡大事件数
約１万３０００件

～総合法律支援の更なる充実強化～ ●経済財政運営と改革の基本方針2018
「総合法律支援など利用しやすく頼りがいのある司法の確保」

● 法テラス設立（平成18年）から，毎年増加
● 近年，代理援助の利用増加が顕著

（H29年度 前年度比＋5,935件）

民事法律扶助の利用増加

● 改正総合法律支援法（平成30年1月24日
全面施行）による以下の援助を実施

ストーカー・ＤＶ・児童虐待の被害者に対する

資力を問わない法律相談

新たな法律相談援助等

⇒「平成30年7月豪雨」を対象災害に指定
(援助期間：平成31年6月27日まで)

大規模災害の被災者に対する

資力を問わない無料法律相談

認知機能が十分でない高齢者・障害者に対する

資力を問わない法律相談等

● 訪日・在留外国人の増加に対応するため，
民事法律扶助を含めた法テラスの法的支援
について積極的な周知・広報を行う

訪日・在留外国人に対する制度周知

400
410
420
430
440
450
460
470
480

443

H27 H28 H29

（千件）（件）

【拡大された事件（勾留中の者に限る）】
・酒気帯び運転（道路交通法違反）
・電車内での痴漢（条例違反）
・暴行 ・住居侵入 ・器物損壊 等

【民事法律扶助の利用状況（平成29年度）】
○法律相談援助 ：355,843件
○代理援助（※１） ：114,989件
○書類作成援助（※２） ： 4,307件

※１ 弁護士費用等の立替え
※２ 裁判所提出書類の代理作成

77,000 475

455
464

H26

64,000

～子供や若者への幅広い法教育の推進～ ●経済財政運営と改革の基本方針2018
「法教育の推進」

教員向け法教育セミナーの実施

法教育の実践状況に関する調査研究

・法教育の担い手である教員の指導力向上

・これまでの施策の効果を分析し，今後の施策に反映

⇒ 更なる法教育の普及・推進

・成年年齢の引下げ

・新学習指導要領の実施 等

学校現場を取り巻く環境の変化

平成31年度概算要求等額

33,465百万円（2,385百万円増）
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